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新潟市 国家戦略特別区域 区域計画

１ 国家戦略特別区域の名称 

「新潟市 革新的農業実践特区」 

２ 法第２条第２項に規定する特定事業の名称及び内容 

（１）名称：農業法人経営多角化等促進事業

内容：農業生産法人に係る農地法等の特例

（平成 28 年４月１日から規制の特例措置が全国展開） 

以下に掲げる法人が、新潟市内の農業者等と連携して農地法等の特例を活用

した新たな農業生産法人を設立し、又は特例農業法人となって、新潟市内の

耕作放棄地を含む農地を利用しながら農作物の生産・加工を行う。 

① 株式会社ローソン（東京都品川区）

［営農作物：米、野菜等］【平成 27 年１月を目途に設立】

② 株式会社新潟麦酒（新潟市西蒲区）

［営農作物等：養豚、牧草・ビール麦栽培等］【平成 26 年 12 月を目途に設立】

③ 株式会社新潟クボタ（新潟市中央区）

［営農作物：小麦、米］【平成 27 年８月を目途に設立】

④ 株式会社ＷＰＰＣ（新潟市秋葉区）

［営農作物：苔栽培］【平成 27 年６月を目途に設立】

⑤ 株式会社セブンファーム新潟（新潟市江南区）

［営農作物：カブ、ダイコン等］【平成 27 年８月を目途に設立】

⑥ 株式会社ａｒｓ－ｄｉｎｉｎｇ（新潟市東区）（特例農業法人に移行）

［営農作物：エダマメ、イチゴ等］【平成 27 年６月を目途に移行】

⑦ 株式会社アイエスエフネットライフ新潟（新潟市中央区）

［営農作物：イチジク、施設栽培トマト等］【平成 27 年６月を目途に設立】

⑧ 東日本旅客鉄道株式会社（東京都渋谷区）

［営農作物：酒米、野菜等］【平成 28 年２月を目途に設立】

⑨ 株式会社ひらせいホームセンター（新潟市西区）

［営農作物：スイカ、ダイコン等］【平成 28 年１月を目途に設立】
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 （２）名称：農地等効率的利用促進事業 

    内容：農業委員会と市町村の事務分担に係る特例 

      （国家戦略特別区域法第 19 条に規定する農地等効率的利用促進事業） 

       新潟市と新潟市農業委員会との同意に基づき、新潟市内全域の農地について、

農地法第３条第１項本文に掲げる権利の設定又は移転に係る同委員会の事

務の全部を、新潟市長が行う。【平成 28 年４月より実施】 
 

 （３）名称：地域農畜産物利用促進事業 

    内容：農家レストラン設置に係る特例 

      （令和２年３月 31 日から規制の特例措置が全国展開） 

       以下に掲げる法人が、自社や新潟市内において製造された農畜産物を活用し、

農家レストランを設置する。 

 

     ① 有限会社フジタファーム（新潟市西蒲区） 

      設置場所：新潟市西蒲区内【平成 27 年度より実施】 

 

     ② 株式会社絆コーポレーション（新潟市東区） 

      設置場所：新潟市江南区内【平成 27 年度より実施】 

 

     ③ 有限会社ワイエスアグリプラント（新潟市西蒲区） 

      設置場所：新潟市西蒲区内【平成 27 年度より実施】 

 

     ④ 有限会社高儀農場（新潟市北区） 

      設置場所：新潟市北区内 【平成 27 年度より実施】 

 

 （４）名称：農業への信用保証制度の適用 関連事業 

    内容：農業への信用保証制度の適用 

      （平成 30 年７月１日から規制の特例措置が全国展開） 

       新潟市が、本年中に予算措置を講じ新たな制度融資を創設した上で、商工業

とともに農業を営む中小企業者等が、新潟県信用保証協会の保証を得て、資

金融通を受けることができるようにする。【平成 27 年１月より実施】 

 

 （５）名称：国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業 

    内容：創業人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例 

      （令和７年１月１日から規制の特例措置が全国展開） 

       新潟市が、創業活動に係る事業の計画が適正かつ確実であること等の確認を

行うこと等により、創業外国人上陸審査基準を満たす外国人の上陸を可能と

し、新潟市内における外国人による創業活動を促進する。【平成 28 年４月よ

り実施】 
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 （６）名称：特定非営利活動法人設立促進事業 

    内容：ＮＰＯ法人の設立手続の迅速化に係る特定非営利活動促進法の特例 

      （令和３年６月９日から規制の特例措置が全国展開） 

       新たな産業と雇用の創出に寄与するとともに、社会起業の重要な担い手でも

ある特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の設立を促進するため、新潟市が所

轄庁として実施するＮＰＯ法人の設立認証手続における申請書類の縦覧期

間を、１月から２週間に短縮する。【平成 28 年１月より実施】 

 

 （７）名称：課税の特例措置活用事業 

    内容：設備投資に係る課税の特例 

      （国家戦略特別区域法第 27 条の２に規定する課税の特例措置活用事業） 

 
     ① 革新的な農業情報提供システム実証事業 
      ア）活用しようとする課税の特例措置 
       ⅰ）特別償却・投資税額控除、ⅱ）研究開発税制の特例 

      イ）課税の特例措置の対象としようとする事業の内容 

       ａ）当該事業の概要 

         農業生産性を向上させるため、上空からのリモートセンシング及びフィ

ールドセンサーネットワークにより得られるデータを活用する革新的な

農業情報サービスの研究開発を行う。 

       ｂ）当該事業が行われる区域 新潟県新潟市中央区笹口２丁目 13－11 

（ウォーターセル株式会社） 

       ｃ）当該事業の実施期間 平成 27 年 12 月～平成 29 年３月 

       ｄ）当該事業により取得等される設備等の概要 

         革新的な農業情報提供システム実証事業に係るフィールドセンサーネ

ットワーク一式 

      ウ）該当する国家戦略特別区域法施行規則の条項 第１条第２号ニ 

      エ）特区の目標を達成するための位置付け及び必要性 

        本事業により研究開発を行う農業情報提供システムは、新たな農業生産モ

デルの創出に寄与し、農業分野における我が国の国際競争力の強化に資す

る取組みと位置付けられ、新潟市における特区の目標に相当程度寄与する。 

      オ）事業の実施主体 ウォーターセル株式会社（新潟県新潟市）及び株式会社

ＩＨＩ（東京都江東区） 

 

 （８）名称：国家戦略道路占用事業 

    内容：エリアマネジメントに係る道路法の特例 

      （令和４年３月 17 日から規制の特例措置が全国展開） 

       国家戦略特別区域法上の国家戦略道路占用事業を実施する以下の事業者が、

それぞれの公道に各施設等を設置することにより、道路空間を活用した賑わ

い創出のためのイベント等を開催し、まちに魅力と活力のある国際的な経済
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活動の拠点形成の推進等を図る。 

       本事業に係る施設等の種類及び当該施設等を設ける道路の区域は、①の区域

においては国家戦略特別区域法施行令第 24 条第５号の施設等とする。（事業

実施の際は、清掃活動、迂回路等の交通案内、自転車マナーの啓発などの措

置を併せて講ずる。） 

 

     ① 新潟交通株式会社 

      ・市道南２－１号線（別紙１） 

 

 （９）名称：国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業 

    内容：旅館業法の特例 

      （国家戦略特別区域法第 13 条に規定する国家戦略特別区域外国人滞在施設経

営事業） 

       国家戦略特別区域法第 13 条第１項に規定する特定認定を受けた者が、次に

掲げる地域において、海外からの観光客やＭＩＣＥへのビジネス客等の滞在

に適した施設に係る外国人滞在施設経営事業を行う。 

 

     ① 新潟市の別図１の区域【平成 29 年７月より実施予定】 

 

 （10）名称：国家戦略特別区域農業支援外国人受入事業 

    内容：外国人農業支援人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例 

      （平成 31 年４月１日から規制の特例措置が全国展開） 

       国家戦略特別区域農業支援外国人受入事業における特定機関の基準を満た

す企業が、新潟市全域において、経営規模の拡大などによる「強い農業」を

実現するため、外国人農業支援人材を受け入れる事業を実施する。【平成 30

年４月を目途に実施】 

 

３ 区域計画の実施が国家戦略特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

  区域計画の実施により、企業など多様な担い手が農業に参入し、効率的・先進的な生産

に取り組むとともに、農業者自らも農畜産物の利用拡大に取り組むことを通じ、農地の効

率的利用や革新的農業の推進、生産の拡大が図られ、新潟市における産業の国際競争力の

強化及び国際的な経済活動拠点の形成に相当程度寄与する。 

 

４ その他国家戦略特別区域における産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠

点の形成のために必要な事項 

 （１）事項：雇用条件の明確化のための「雇用労働相談センター」の設置 

    内容：雇用条件の明確化等を通じ農業ベンチャー等を支援するため、これらの企

業の抱える課題を熟知する者を事業実施者として早期に選定し、雇用ルール

の周知徹底と紛争の未然防止を図るための「雇用指針」等を活用して、高度

な個別相談対応等を行う「雇用労働相談センター」（以下「センター」とい
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う。）を、国家戦略特別区域会議の下に設置する。【平成 27 年 10 月に設置】 

  ⅰ）設置主体：国（競争入札により事業実施者を選定） 

  ⅱ）設置場所：ＮＥＸＴ２１ 12 階 

         新潟市産業振興財団ビジネス支援センター隣 

  ⅲ）実施体制：施設長、事務責任者、代表弁護士、代表相談員等を配置する。 

  ⅳ）事業内容：センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

        ・相談員による電話相談、窓口相談等の対応 

        ・弁護士による高度な専門性を有する個別相談対応 

        ・弁護士又は雇用労働相談員（社会保険労務士に限る。）による個別訪問

指導等 

        ・セミナーの開催 等 

 

 （２）事項：近未来技術の実証実験を促進するための「新潟市革新的農業実証支援ワン 

       ストップセンター」の設置 

    内容：農業分野において、近未来技術であるＡＩ・ＩｏＴ、農機の自動運転、小 

       型無人機等を活用した実証実験（以下「実証実験」という。）を促進するた

め、新潟市内において実証実験を実施しようとする者に対して、必要な手続

に関する情報の提供、相談、助言その他の援助を行う「新潟市革新的農業実

証支援ワンストップセンター」（以下「センター」という。）を、国家戦略特

別区域会議の下に設置する。【令和元年度中に設置】 

  ⅰ）設置主体：国（内閣府、警察庁、総務省、農林水産省、国土交通省）及び新潟市 

  ⅱ）設置場所：新潟市役所（新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１） 

  ⅲ）実施体制：施設長、事務責任者等を配置する。 

  ⅳ）事業内容：センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

        ・実証実験に必要な手続に関する電話相談、窓口相談等の対応 

        ・関係機関との調整、関係機関への情報提供 

        ・実証実験の場となる土地又は施設の管理者との調整 

        ・実証実験の実施に係る地元関係者との連絡調整 

        ・国家戦略特区制度を活用した規制緩和に係る相談受付 

        ・その他、実証実験の実施に必要な支援 
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